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老人クラブ 

■宍粟市がめざす地域包括ケアシステム イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■宍粟市地域包括ケアシステムがめざす2040年の将来像 

●住民が住み慣れた地域で安心して、つながりをもちながら生活できる。  

●高齢化や疾患によって生活のしづらさが生じたときは、家族や近隣、ボランティア等の支援を受け

ることができる。  

●医療や介護が必要となった場合には、切れ目のない医療・介護サービスを個々に応じて受けるこ

とができる。  

●個人の尊厳や財産を守ることが保障されている。  

●本人や家族が希望する場所での看取りができる。 

●地域の人がつながりを持ち、支え合いながら地域の一員として（役割をもち）活躍している。 

  

 医療と介護の連携  

◆宍粟市医療と介護連携会議

の開催 

◆医療・介護職の人材育成 

◆地域包括ケアの理解促進 

◆認知症対策の推進 

◆かかりつけ医等の推奨 など 

 生活支援サービス  

社会福祉法人・シルバー人材センター・ボラ

ンティアなど 

【内容】見守り・配食・買物・家事援助など 

 公立宍粟総合病院【基幹病院】 

◆急性期  

◆地域連携室 

◆地域包括ケア病棟 

 

 かかりつけ医など【通院】 

【日常の医療】 

◆医院・診療所 

◆歯科医院 

◆薬局 

 

 認知症初期集中支援チーム  

◆相談や訪問 

◆認知症疾患医療センターへ

の紹介や診断指導 

 施設・居住系サービス  

◆特別養護老人ホーム 

◆老人保健施設 

◆認知症対応型グループホーム 

◆サービス付き高齢者向け 

 住宅など 

 

 在宅サービス  

◆訪問介護 ◆訪問看護 

◆通所介護 ◆通所リハビリ 

◆短期入所生活介護 

◆小規模多機能型居宅介護 

 など 

 宍粟市地域包括支援センター  

【サブセンター】 

◆一宮保健福祉課 

◆波賀保健福祉課 

◆千種保健福祉課 

 

 基幹相談支援センター  

 

 宍粟市社会福祉協議会  

◆山崎支部 ◆一宮支部 

◆波賀支部 ◆千種支部 

 

居宅介護支援事業所 

相談支援事業所 

 健康づくり・介護予防  

◆通いの場の普及・充実 

◆いきいき百歳体操の普及、

継続の支援 

◆健康づくり教室、介護予防

教室 

◆特定健診・特定保健指導 

◆地域リハビリテーション 

 活動支援事業 

 生活支援コーディネーター  

不足するサービスや担い手

の創出、養成、活動する場の確

保や利用者と提供者とのマッ

チングを行います。 

医
療 

介
護 

地域でつながり、支え合い、 

誰もが健やかに暮らし続けられるまち 

オレンジカフェ 

（認知症カフェ） 
健康づくり

介護予防 

隣近所の見守り声かけ支援 

 

認知症サポーター 

【委員会意見反映資料】
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第４章 施策の展開 

基本目標１ 地域包括ケアシステムの深化・推進 

（１）相談体制・情報提供の充実 

取組方針 

● 「地域共生社会」の実現に向け、健康福祉部内だけではなく、他部署との分野を超えた連携を推進

し、地域生活課題について総合的に相談に応じ、関係機関と連絡調整等を行う体制の強化を図り

ます。 

● 医療機関や介護サービス事業所、障がい福祉サービス事業所、民生委員・児童委員等の関係機関

からの相談や、異変に対する「気付き」を大切にし、連絡調整を行う体制の強化に努めます。 

● 住民にとって身近で利用しやすい相談場所となるよう、様々な手段や機会を活用した情報発信に

努めます。 

主な取組 

取組 内容 

情報提供の充実と 

相談窓口の周知 
●保健福祉サービスガイドブックや広報紙、リーフレット、しそうチャンネル、

市のホームページ等の多様な媒体による情報発信を行い、多くの住民に

サービスを利用してもらえるよう努めます。 

●かかりつけ医等の医療機関をはじめ多機関の相談支援窓口と連携し、どこ

からの相談であっても、適切な相談窓口につなぐような情報共有を進めま

す。 

啓発活動等の充実 ●健康相談、健康教育、民生委員・児童委員定例会、高齢者実態把握調査訪

問等の様々な機会を活用し地域包括支援センターについて周知し、高齢

者の総合相談窓口として、介護に困っている方が相談でき、必要な時に

必要な支援が受けられるように周知を行います。 

相談体制の強化 ●高齢者のみではなく、ヤングケアラーやひきこもり、障がいのある人、生

活困窮者等の多重問題世帯や処遇困難事例、権利擁護等の多様な相談

や幅広い分野の相談が増加するとみられることから、相談対応職員の研

修、勉強会等を通じて、職員のスキルの向上とともに、関係機関と連携が

十分取れるような相談体制の強化を図ります。 

●地域包括支援センターにおいても、勉強会や研修会、事例検討会等を通

じて、専門職としてのスキルアップを図ります。 

  


